
入札契約制度の改革について（提言）

平成１９年９月２１日

中 央 建 設 業 審 議 会

談合から脱却し、新たな競争の時代を迎え、建設生産システムに

ついて、建設生産物のエンドユーザーに対し、対価に対して最も価

値の高いサービス（バリュー・フォー・マネー（ＶＦＭ ）を提供）

するものへと再構築していくことが求められている。このような状

況の下で、公共工事の発注者の果たすべき役割は大きく、価格と品

質が総合的に優れた公共調達を実現する入札契約制度を導入してい

かなければならない。

、 、当審議会では 平成１７年１１月にワーキンググループを設置し

一連の公共調達を巡る談合事件や極端な低価格による受注の増加に

対応して、一般競争方式の拡大、総合評価方式の拡充、その条件整

備としての入札ボンドの導入・拡大、設計施工一括発注方式など工

事の態様・規模に応じた多様な調達手段の活用等について、二度に

わたる中間とりまとめを行ってきたところである。

この間、公共調達の各発注者においても、入札契約制度の改革が

進められてきているが、一般競争方式の拡大により、公共調達に関

する課題のすべてが解決するものではない。入札契約の競争性・透

明性を高め、談合の廃絶等不正行為を排除することは必要なことで

あるが、入札契約制度改革の究極の目的は、エンドユーザーである

国民、住民に対し、価格と品質が総合的に優れた公共調達を実現す

ることにある。

各発注者においては、公共調達に係る社会的要請と自らの責任を

、 。 、認識し その役割を十全に果たすことが求められている このため

価格だけでなく、企業の技術力、施工実績等価格以外の要素も適切

に評価する総合評価方式の導入を進めるとともに、工事の態様・規

模、発注者の体制等に応じて、適切な調達手段を活用する必要があ

る。

また、国土交通省においては、関係機関と連携して、地方公共団

体の入札契約制度の改革を促進するため、必要な措置を講じていく

必要がある。


